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学校部活動を取り巻く環境と
地域クラブ活動の推進
〜各地域の事例紹介〜

Confidential

「これからの部活動を考える
〜地域クラブ活動シンポジウムin埼玉2024」

スポーツデータバンク株式会社
代表取締役 石塚 大輔
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プロフィール

 運動部活動の在り方に関する総合的なガイドラインの作成検討会議
 スポーツ審議会スポーツ基本計画部会（第2期）
 運動部活動の地域移行に関する検討会議（令和3年度）
 地域スポーツクラブ活動ワーキンググループ（令和6年度）

スポーツデータバンク株式会社
代表取締役 石塚 大輔

【役歴（関連機関）】
- スポーツデータバンク沖縄株式会社

代表取締役

- 台灣思動邦有限公司
董事長兼聰経理

- 一般社団法人沖縄スポーツ関連産業協会 
代表理事

主な委員等略歴・活動

スポーツ庁

経済産業省

 地域×スポーツクラブ産業研究会
地方公共団体

 日野市地域連携スポーツ協議会
 横浜市スポーツ推進審議会
 神戸市部活動の地域移行のあり方検討委員会
 沖縄県部活動等の在り方に関する方針検討
 沖縄県運動部活動の地域移行に関する検討会

地域移行に関するコーディネーター/アドバイザー

 沖縄県 部活動地域移行 総括コーディネーター
 北海道 地域スポーツ連携推進アドバイザー
 山形県 部活動改革アドバイザー 
 徳島県 運動部活動地域移行推進アドバイザー



部活動地域移行・地域連携の課題とステップ
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効率的な地域クラブ活動の移行・連携に向けた課題とポイント

地域事例

事務局運営 制度設計 各種調査計画策定

庁内調整 資料作成 補助金獲得

［プロスポーツチーム］

［企業チーム・大学・団体 等］

①人材（指導者） 人材・指導プログラム

指導者マッチングシステム

地域指導者の登録・活動記録等のチェック

クラブ運営管理システム

安全な運営基盤の提供・ガバナンス強化

③クラブ運営管理

指導者研修・認証制度

安心安全な指導・指導者の質向上、保証制度の導入

③安全管理

資金調達の仕組み・手段

クラウドファンディング

②財源

指導の効率化・データ分析

遠隔・デジタル指導に
よる効率化

ICT・DX

データ取得による分析 コンディショニング管理 学校体育施設の活用

予約管理システム

③施設管理

指定管理・運営

地域クラブ活動推進 

 総合プラットフォーム

アカデミー・スクールコーチコーチ・トレーナー
セカンドキャリア 等

実業団選手・コーチ・トレーナー 、大学スポーツ、OBOG 等

指導者プロフィールのリストを公開。
指導者に求める要件や指導者の特徴等が確認できるサービスを提供
（システム構築中）

・デジタル遠隔指導
・学校体育施設のICT化に
よる利便性の向上 等
 

・データ取得による総合
トレーニングプログラム
（処方）の提供 等
＊傷害予防、フィジカル 

・データ蓄積とモニタリ
ングによるコンディショ
ンの可視化 等

クラブ情報・評価、出欠登録、活動実績、決済機能、スポンサー
広告などをプラットフォームで一元化管理。

指導者研修（認証プログラム）として、技術指導以外に必要な知識
習得を促すeラーニングの学習環境を提供。指導者の資質向上による
クラブ＆指導者評価・認証制度を整える。

公共施設の予約システム、使用料
のキャッシュレス 等

学校体育施設の指定管理制度
の民間委任による運営

［地域指導者］
総合型地域スポーツクラブ、スポーツ関係団体 等

企業版ふるさと納税 企業協賛・スポンサー

学校体育施設における事業展開

３つの課題︓①人材 ②財源 ③管理
＋α（ICT・DX）

（クラブ・指導者・施設）
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地域移行に向けたステップ（参考）

ステップ１｜調査及び準備

ステップ２｜実証

ステップ３｜その他課題整理

実態調査
・教職員
・生徒
・保護者
・指導団体等

教育委員会内の
方針検討

検討会議設置
（協議会設置）
※支援

実証校選定
・学校
・部活動
・新規種目
・新規クラブ

受け皿団体
・体制整備
指導者選定
・要件設定
・確保、研修

地域クラブ各種調整
・ 活動場所
 ・鍵の管理、施設調整
・運営管理ツール 等 

保護者説明会
・参加申込
・保険加入

施設管理
・鍵の管理
・施設予約
・セキュリティー向上

財源確保
・企業版ふるさと納税
・企業協賛
・受益者負担

・推進計画の策定
・地域への周知・説明
・認証・認定制度
・庁舎内連携
（首長部局）

・人材バンク設置
（人材確保）
・統括団体の設置や運
営団体の確保

実証
と評価



部活動地域移行・地域連携に関する事例
〜沖縄県の取り組み〜



7

© Sports Data Bank Group

沖縄県の地域連携・地域移行に関する主な取組



部活動地域移行・地域連携に関する事例
〜沖縄県うるま市の取り組み〜

人口︓126,518人
中学校数︓12校
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うるま市地域連携・地域移行に関する取り組み

・スポーツ力向上促進事業
・地域運動部活動推進事業（スポーツ庁）
・誰もが気軽にスポーツに親しめる場づくり総合推進

事業(学校体育施設の有効活用推進事業)（スポーツ庁）
・「未来の教室」ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ調査事業（経済産業省）

ʻ21
年
度

ʻ22
年
度

ʻ23
年
度

自走化への挑戦 地域連携 9校27部活動

 外部指導者の配置
 ICTツール活用による施設予約や鍵の管理

等の実証 
 自走化に向けた財源確保の実証 等

・スポーツ力向上促進事業
・地域運動部活動推進事業（スポーツ庁）
・誰もが気軽にスポーツに親しめる場づくり

総合推進事業(学校体育施設の有効活用推進
事業)（スポーツ庁）

・「未来の教室」部活動地域移行の受け皿
モデル創出に向けた実証（経済産業省）

地域クラブ活動の推進に向けた取組

 地域移行推進計画の作成
 学校体育施設の指定管理制度の検討
 うるま市・スポーツデータバンク沖

縄・三井住友海上火災保険と連携協定
締結、指導者の「認証制度」を先行的
に導入

地域クラブ活動の推進に向けた取組

 平日・土日の地域クラブ活動の実証
 多様な財源確保の検討
 地域クラブ認証に向けた検討 等

・スポーツ力向上促進事業
・地域運動部活動推進事業（スポーツ庁）

地域クラブ︓12クラブ

地域連携 9校27部活動

地域連携 15部活動
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うるま市における地域クラブ活動等を想定した学校体育施設の有効活用

運用平日16時00分以降、
休日及び学校開放について

民間等への指定管理を検討中

管理業務

予約システム

生
涯
学
習
ス
ポ

ツ
振
興
課

学
校
教
育
課

観
光
振
興
課

ス
ポ

ツ
交
流
係

う る ま市

利用

ü 連携・ 制度改正

予約システ ム（ 利用 者画面 ）

総
務
課

法
務
係

教育委員会 首 長 部局

鍵番号を付与
（予約システムから案内）

中学校体育館 利用 団体

地域ク ラ ブ

利用

予約システムから案内

ü 予約システ ムAPI 連携

ü オン ラ イ ン 決済

設置

記録管理
（ 鍵の開閉記録・ 動画記録）

クラウドカメラ

スマートロック

体育館内に設置 防犯等機能の実証

スポーツデータ バンク 沖縄

＊スマートロック操作イメージ

Point 1
 対面での施設予約から予約システムを通じて、施設利

用希望の日時を登録
 予約承認後、スマートロックへ予約情報が連携

 これまで鍵の開け閉めは学校教員またはシルバー人材
の活用などにより、人が現地に赴き対応することが基
本であった

 スマートロックを設置することで、予約承認後に利用
者へ開錠施錠に必要な暗証番号が付与されるため、利
用者で鍵の開け閉めが完結できる

 学校部活動・地域スポーツクラブ運営中の安全性向上
や防犯機能強化の実証

 指導環境、状況の確認（暴力・ハラスメントの抑制・
防止等）

＜設置の様子＞

 体育館の2Fに取り付け、体育館全体が確
認できるよう設定

 学校部活動・地域スポーツクラブ活動、
学校開放、深夜の時間帯など、24時間※

体育館の様子が確認できる

＊学校部活動 ＊学校開放（夜間） ＊深夜

学校体育館へのクラウドカメラの設置 スマートロックの設置・予約管理システムとの連動

Point 2

Point 1
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うるま市における持続可能な地域クラブ運営に向けた財源確保の取り組み

地元企業であり、業種により直接的な企業メリットを得ること
が難しい場合に有効的。

地方 自 治体

運搬業者 小 売店

応援基金

建築関係

部活動等関係事業

地域の会員企業

設置 事業費として活用

寄付

寄付 寄付

案内 案内

税制優遇等

商工 会 観光協会

メ リ ッ ト

地方 自 治体

企業

地元企業との連携強化
新たな財源確保

必要事項 応援基金の設置、下限金額の設定
寄付企業等に対する優遇措置の検討

寄付による税制優遇
社会貢献（企業PR）

地域クラブ活動

民間事業者

サービスA

サービスB

学校

参加者

指導者

協賛

PR

三井住友海上火災保険（株）との取り組み
［令和4年度］

自社人材の活用

安全講習会の実施

セーフティネットの構築

データ取集・分析

うるま市
部活動事業

協賛

提供/提案

沖縄県うるま市との連携強化
自社サービスの提供・提案の実施

企業メリット

企業が直接生徒に対してのダイレクトマーケティングができ、
直接的な事業連携がしやすい方法。

① 部活動応援基金（地域クラブ活動応援基金） ② 企業協賛・アクティベーション
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うるま市における持続可能な地域クラブ運営に向けた財源確保の取り組み

平成28年度に創設された地方公共団体の地方創生プロ
ジェクトに対して企業が寄附を行った場合に法人関係税
から税額控除する仕組み。令和4年度においては、「企
業版ふるさと納税×PFS」の仕組みを取り入れ、企業版
ふるさと納税の寄附を効果的に受け入れることを目的
に、PRについて成功報酬型外部委託を実施。

令和3年度実績 
およそ1,500万円の歳入

※市の取り組み全体として

③ 企業版ふるさと納税 ④ チャリティー基金

企業版ふるさと納税×PFS

うるま市では、将来的には参加者等からの費用徴収
を検討しているが、当面は市や地域からの財源を充て
る方向性としている。その施策の一つとして、今年
度、チャリティー基金による地域クラブ活動の資金循
環を試みる。「地域の子供たちは、学校を含めた地域
で育てる」意識の下、地域活動で得られた資金は地域
の子供へ還元・投資する。

うるま市部活動応援チャリティーショー
イベント開催︓うるま市部活動応援実行委員会

- 入場料︓1,000円

地域へお披露目の機会提供

 一部又は全部を地域クラブの資金へ

例
 地域クラブ運営
 指導者報酬の補填
 活動場所の使用料補助
 初期費用への補助 等
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R6年度取り組み（予定）

 地域クラブ設置と地域連携の拡充

令和6年度事業では、今年度設置した地域クラブの継続と新規の地域クラブの設置及び地域連携部活動の拡充を
行う。そのため、今年度内に地域移行・地域連携の希望調査を各学校・部活動へ実施するとともに、指導者の確保
を行う。また、今年度取り組んでいる「多様なスポーツイベントによる機会創出」を推進するとともに、生徒の
ニーズに応じた既存の部活動にない種目のクラブの設置を目指す。

令和5年度 令和6年度（案）

 地域クラブ（12クラブ）  継続実施または平日含めた移行＋大会出場

 地域連携（15クラブ）  地域クラブ（25クラブ）

 未導入部活動  地域連携（15部活動）

 多様なスポーツイベント  統括管理主体を想定した法人設立の検討

年度内
調査実施中

 指導者研修・認証制度の構築  指導者研修・認証制度の導入

 教員の兼職兼業の検討・実証

 市認証地域クラブの要件整備（推進計画に準ずる）

 受益者負担の検討・保護者への周知

 スマートロックの一部設置  スマートロック導入検討

 教員の兼職兼業の希望調査



部活動地域移行・地域連携に関する事例
〜沖縄県石垣市の取り組み〜

人口︓49,836人
中学校数︓9校
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中学校運動部活動 地域移行推進計画



部活動地域移行・地域連携に関する事例
〜東京都日野市の取り組み〜

人口︓187,617人
中学校数︓８校
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 日野市が目指す姿
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女子バスケットボール

来年度の方向性について

 令和5年度のアカデミー実施実績

前期（全4種目） 後期（全10種目）※以下のほかに、「卓球」「女子バスケットボール」を含む

男子バスケットボールソフトテニス

卓球 陸上（正しい走り方） けん玉 バドミントン

ソフトテニス

女子バレーボール

料理男子バスケットボール 3人制バスケットボール



部活動地域移行・地域連携に関する事例
〜企業・団体による取り組み〜
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コンソーシアム設立の背景

本コンソーシアムは、企業・団体等が連携し、地方公共団体が実施
する「部活動の地域連携・地域移行」の取り組みに対し、必要な人
材・物資・財源の確保や運営・管理ノウハウの提供等、それぞれの
専門性を最大限に活かしたサポートを行うことにより、社会課題の
解決・解消に向けて継続的に貢献していく。

学校部活動は、心身の成長過程にある中学生にとって体力や技能の向上だけでなく、他者と協調する
精神や規律、実践的な思考判断力等を育む学校教育の重要な活動。

 「ブカツ・サポート・コンソーシアム」設置の背景

少子化による生徒数の減少に加え、教員の働き方改革による活動時間の減少や競技経験のない教師が
指導することによる質の低下など、持続可能性に課題が生じてる現状。

 学校部活動の意義

 学校部活動の課題

スポーツ庁及び文化庁は2022年12月、学校部活動の地域連携や地域クラブ活動への移行に向けた環
境整備の考え方を公表し、2025年度末を目途に段階的な地域連携・地域移行の推進を図る。

 持続可能なスポーツ活動等に向けて

 「ブカツ・サポート・コンソーシアム」の活動目的

支援・連携
自治体

ブカツ·サポート·
コンソーシアム

課題解決の
ソリューション各種課題
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9月10日｜記者発表（コンソーシアム設立）

 9月10日 記者発表 報道

◀ テレ朝（2024.9.10）
部活動の“地域移行”を支援 大手損保など団体を設立

▲ 時事通信社（2024.9.10）
自治体支援で共同体設立ー部活改革 通称「ブカサポ」
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9月12日｜記者発表（沖縄県教育委員会×ブカサポ連携協定）

 9月12日 記者発表 報道

沖縄関連記事のせる

▲ 琉球新報 朝刊（26面）（2024.9.13） ▲ NHK沖縄 WEB NEWS（2024.9.13）
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ブカサポ｜連携図

理事（理事会）

ブカツ・サポート・コンソーシアム
（通称︓ブカサポ）

 コンソーシアム structure（24.09.10現在）

× × 施策支援協力

and more..

支援要請
支援提供

連携

民間企業 ●●大学

運営事務局
×

連携 連携

●●大学民間企業

会員（企業・団体/大学・研究機関等）

スポーツ関連団体 地方自治体
（実証事業 実施地域）
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ブカサポ｜沖縄県との連携協定

 第1弾︓沖縄県教育委員会との連携協定（2024.9.12予定）

×

連携協定

× ×

ブカツ・サポート・コンソーシアム（通称︓ブカサポ）連携自治体

沖縄県教育委員会

部活動の地域連携や地域スポーツクラブ活動移行に向けた環境の一体的な整備事業
（重点地域施策への取り組み）

重点施策 実証地域

 宜野湾市
 石垣市（※1）

 うるま市
 糸満市
 南城市
 宜野座村

沖縄県教育委員会

人材の確保（技術指導者・アシスタント）

課題への対応（重点施策の主な取り組み︓例）

指導者の認証・認定基準づくり

近隣の地域間における連携

地域クラブの管理

財源の確保アスリートの活用

地域コーディネーターの配置

参加者の移動オンライン指導学校体育施設の有効活用

ブカサポ

支援要請

支援提供

事業委託（再委託）

再々委託連携

ブカサポ支援メニュー（※2）の提供による
課題対応に向けた実証実施

施策支援・
重点課題連携

※1 県から総合型地域スポーツクラブに直接委託して実施予定
※2 「ブカツ・サポート・コンソーシアム」を設立〜持続可能な次世代の“ブカツ”の実現に向けて〜（2024年9月10日） 
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ブカサポ｜支援メニュー

 プロジェクトの全体管理（制度設計、計画策
定、進捗管理、人材管理等）に関するアドバイ
ス、コンサルティングの提供

 部活動の地域連携・地域移行を推進する地方自治体等に対し提供可能な支援メニュー

▼ 地方自治体に対して

 指導者・運営支援者等（以降、「指導者等」）
の配置

 所属アスリート及びOB・OGならびにスタッフ等による指導者等を対象とした研修やスポーツ体験イベント等の
企画・実施の検討

 3社が保有する施設を活用したスポーツイベント
や金融リテラシー教育等の企画・実施

 「カラダうごかせ︕ニッポン︕」プロジェクト
のメインコンテンツ「MEKIMEKI体操〜カラダ
うごかせ︕ニッポン︕〜」の実施

▼ 指導者等に対して

 リスクの軽減・回避に繋がる、「リスク対策ｅラーニング」の提供。加えてスポーツ活動等を行う子どもたちや
指導者等を対象とした、活動中のケガや賠償責任を補償する「スポーツ安全保険」の加入促進。

 指導者等を対象とした「JSPO公認スポーツコーチングリーダー」養成講習会の受講および資格取得プログラム
の提案

▼ 共通事項

 今後、会員として本コンソーシアムに加わる企業・団体や大学・研究機関等が有するリソースの有効活用
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ブカサポ｜今後のスケジュールについて

 全国各地への対応（相談・問い合わせ窓口の設置︓ブカサポ デスク）

お問い合わせフォーム「ブカサポ デスク」

地方自治体やコンソーシアムの会員となる企業・団体/大学・研究機関からの相談やお問い合わせ
などを受け付けるの総合窓口

運営事務局にお問い合わせフォーム（通称︓ブカサポ デスク）を設置

ブカサポ デスクとは・・・

▼ブカサポ デスクの流れ

      

【自治体向け】
現在抱えているお悩みや相談をお伺いし、課題
のヒアリングを実施

【企業/大学等向け】
地域の課題解決に向けて、ブカサポによる事業
支援メニューや協業の可能性を検討、ブカサポ
連携に向けたお打ち合わせを実施

相談受付・ヒアリング ご提案・マッチング

自治体の課題に対してソリューションの
マッチングを行い、ブカサポから実証の
取組をご提案

実証実施

課題の解決・解消に向けた実証を
ブカサポ関係団体と取組を開始

企業・団体や大学・研究機関等の参画を
積極的に受け入れ、本コンソーシアムの
提供可能な支援メニューを拡充

専用サイトの開設
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北海道教育委員会の取り組み事例

子どもたちが、将来にわたってスポーツ・文化芸術活動に継続して親しむことができる環境を整えるため、企業等から の支援（ 寄附や人
的支援等） を 受けら れる 体制を 整備し 、 各地域における 官民連携によ る 取組促進を 図る 。

R5
教育庁部活動改革推進課

・行政や団体など既存のリソースだけで、部活動・地域クラブ活動を持続的に行う
ためには、参加者による相応の費用負担や継続的な財政的な支援が必要となる。
・改革推進期間後の持続可能な運営のため、道が企業等と連携しながら支援する仕
組や、実施主体が地元企業との連携体制の構築を支援する仕組みが求められている。

部活動の地域
移行に向けた
主 な 課 題

 運営団体・ 実施主体の整備
 指導者の質と 量の確保
 運営財源の確保
 参加者の費用負担軽減

【 役割分担案】

HokkaiDo Supporters for The ARts & SporTs

北海道

市町村教育委員会
地域ク ラ ブ

地元企業・ 商工会等

企業・ 経済団体

支援呼びかけ・ 事業提案等

事業企画

・ 寄付・ 協賛
・ 人的支援 等

・ ノ ウハウ提供
・ アド バイ ザー派遣

自走に向けた連携体制の構築

地域の支社や団体へ
支援呼びかけ

将来にわたり 子ども たちがスポーツ・ 文化芸術活動に継続し て親し むこ と ができ るよう 、 官民連携で実施主体を支援

※Do-STARTと は･･･
Hokkai Do Suppor t er s f or  The ARt s & Spor Tsのアク ロ ニムで、 道内で始まっ た部活動の
地域移行を 支援する仕組み

事業の実施にあたり、知事部局（環境生活部、
官民連携推進局）と道教委が横断的に連携し、
それぞれの役割を明確化することで、取組の推
進を図る。

総合政策部環境生活部

教育庁
ほっ かいど う 応援団会議

道内外企業 経済団体

地元企業 地域支社・ 支店

商工会・ 青年会

・ ニーズの共有

Phase2

Phase1
事業の推進体制

環境生活部
（スポーツ振興課・ 文化振興課）

実施主体のニーズ把握

総合政策部
（ 官民連携推進局）

企業への呼びかけ

教育庁
（ 部活動改革推進課）

事業総括・ 企画
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北海道教育委員会の取り組み事例

 早来学園に地域貢献型自販機 道教委、町、大塚製薬などが連携 安平

〈出典元〉北海道新聞（令和6年8月8日）

北海道教育委員会、安平町、同町のＮＰＯ法人アビースポーツクラブ、大塚製薬（本社東京）が連携
し、子どもらのスポーツ環境整備に向け飲料水の「地域貢献型自動販売機」を７日、町早来大町の早来
学園まなびおに１台設置した。


